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サービス化経済のパラドックスに関する実証分析 ２ 

サービス分野における日中両国の経済構造変化と 

エネルギー効率化に関する要因分析 

 

○堀尾 容康（東工大社会理工学）、渡辺千仭（東工大社会理工学） 

 

1. 背 景 

1.1 高度経済成長とエネルギー消費 

経済成長とエネルギー消費の増大とは密接な関係を

持ち、工業化初期段階におけるエネルギー消費は、経済

成長の速度よりも大きくなる傾向を示す。日本を例にと

ると、1960 年代の平均年間 GDP 成長率 8％に比べ、エネ

ルギー消費の増大は 11％、すなわち対 GDP エネルギー

消費弾性値は 1.4 となり、70 年代エネルギー危機に直

面するまで、非効率な生産システムと安価なエネルギー

の上に高度経済成長が行われた。その後、省エネルギー

投資の強化等により、日本の対 GDP エネルギー消費弾性

値は 0.64（1980 年）にまで減少した。 

1.2 再び上昇するエネルギー消費弾性 

1980 年以降、日本、韓国、中国の対ＧＤＰエネルギ

ー消費弾性値の5年毎の推移を図1に示す。日本は1985

年より緩やかに 1995 年まで減少した後、再び 2000 年に

急速に上昇した。韓国は、1995 年まで上下しながら推

移し、2000年に底を打ったのち再び2005年に上昇した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中国は、1980-1990 年より弾性値は 1 を超えて推移し、

2000 年に 0.6 まで下降した後、再び 2005 年には 0.93

まで上昇した。 
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図 1. 日本、韓国、中国、米国の対ＧＤＰエネルギー消費弾性値

の推移(1980-2005)． 

 また、図２に示すとおり中国の経済成長率は 1999 年

を１つの底として上昇し日本の過去の高度成長に匹敵

する 10％程度の成長を続け、エネルギー消費を拡大さ

せている。 
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図 2. 日本と中国の経済発展段階、及び経済成長率の推移 (1961-2006)． 
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図 3. 影響力係数及び感応度係数からみた日中両国の産業構造の推移(日本 1970-1990, 中国 1987-2002)．

1.3 仮説的見解 

以上の観察(1)(2)に基づき、(3)の仮説的見解の実証

を行う。 

(1)サービス化経済への期待 

経済のサービス化による新しい価値の創造、ＩＴ

等の技術革新による生産性の上昇により、エネル

ギー依存からの脱却が期待されてきた。 

(2)各国で強まるエネルギー消費への依存傾向 

東アジア地域、特に、日本、韓国、中国では 1995

年から 2000 年の間に再び経済成長速度に対する

エネルギー消費の拡大速度が上昇。（エネルギー消

費弾性値のリバウンド） 

(3)仮説：サービスによるエネルギー消費誘発拡大 

経済成長に対応し、敏感にサービス産業の生産が

伸張し、エネルギー消費が加速。また、サービス

産業のエネルギー消費効率も低く、経済成長に伴

い、エネルギー消費誘発が拡大。 

 

2.強まるサービス産業の経済への影響力 

2.1 強まるサービス産業の影響力 

経済のサービス化は、映画や理容といった単なる生

産・消費対象としての位置づけが変化し、経済の各種の

生産を結びつけるいわば媒介としての重要な機能を持

ちつつあると考えられる。図３に、日本と中国の各国産

業連関表を用い、それぞれの高度成長期における各産業

の位置づけの変化を、感応度係数と影響力係数を用いて

示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)感応度係数（経済成長速度を１とした場合の当該産

業の生産成長速度） 

(2)影響力係数（当該産業の生産成長速度を１とした場

合の、他産業に及ぼす生産加速の大きさ） 

すなわち、各係数が１を超えて大きいほど、その国の経

済に支配的役割を持つことを示す。 

 日本は、対事業所サービス、広告、調査、情報サービ

ス、修理といった対産業向けのサービス生産が大きな支

配力を持ち（感応度、影響力＞1）、また、卸・小売、金

融・保険、運輸、通信の経済成長に対する生産の加速が

大きい（感応度＞１）。 

 中国は、感応度、影響力ともに１を超えるサービス産

業は存在しないが、サービス化の進展とともに各サービ

ス業が次第に大きな支配力を持ちつつある。 

 

2.2 経済活動の媒介としてのサービス 

 経済のサービス化は、個人消費の「モノ」離れのよう

な消費性向の変化として把握されるとともに、企業の生

産活動における通信や金融・保険、物流、研究やデザイ

ン、市場調査等の位置づけの増大として現われる。 

 物流を例にとると、原材料の輸送、部品の配送、完成

品の流通、廃棄物の収集とリサイクルといった各生産段

階において媒介としての機能を持ち、生産全体の効率が

物流の効率に大きく支配される。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－508－



1

2

0 1 2 3 4 5

日本サービス部門

中国サービス部門

日本・商業日本・道路輸送

日本・研究開発

日本・事務用品

日本・金融保険

日本・事業所サービス

日本・通信

日本・不動産賃貸

日本・修理

中国・医療保険

日本・広告・調査・情報サービス

中国・商業

縦軸：他部門への
エネルギー消費誘発の
影響力

横軸：
経済成長による：
エネルギー消費
拡大のしやすさ

日本

中国

2.3 サービス産業によるエネルギー誘発拡大 

経済活動の媒介としてのサービス産業に着目し、サー

ビス産業自身のエネルギー消費と他産業へのエネルギ

ー消費誘発を日本と中国を対象に分析した。（図 4a はサ

ービス業、図 4b は製造業を表す） 

(1)エネルギー感応度係数（経済全体のエネルギー消費

拡大速度を１とした場合の当該産業のエネルギー消

費の拡大速度の比） 

(2)エネルギー影響力係数（当該産業のエネルギー消費

の拡大速度を１とした場合の、他産業全体に及ぼす

エネルギー消費加速の大きさ） 

日本のサービス部門において、物流、その他事業所サ

ービスや商業、金融・保険のように経済全体に比べて３

倍から５倍もの速度でエネルギー消費を行う産業セク

ターが存在する。一方、中国では、商業（3倍）を除き、

大部分が 0.5-1.5 倍の範囲である。これは、製造業の分

布と極めて対照的である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4a.第三次産業（サービス業）におけるエネルギー消費の比較

（日本、中国）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4b.第二次産業（製造業）におけるエネルギー消費の比較（日

本、中国）． 

3. 大きな構造改革余地が残るサービス

産業 

3.1 構造改革の定量化・ベクトル化 

日中両国のサービス産業のエネルギー消費効率化に

関する構造改革は、製造業等で行われた各種の省エネル

ギー化努力と比較して、どの方向性でどの程度の大きさ

なのかを把握するため、計量経済モデル分析の１つであ

る「比例成長からの乖離（DPG: Deviation from 

Proportional Growth）」分析を用い実証を行った。 

図５に DPG の概念を示す。構造変化は、時点 1と時点

2の産業連関表の投入行列の差分として表される。構造

改革ベクトルは、時点 1の経済がそのままの傾向変化す

ると仮定した(X1-X1’)ベクトルと現実に生じた変化の

(X1-X2)との差である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5. 構造変化に関するＤＰＧ（比例成長からの乖離）分析手法 

 

3.2 製造分野に比べ小規模なサービスの改革 

図6に日本と中国の構造改革に関するDPG分析の結果

を示す。構造改革のベクトルは、消費、投資、在庫、輸

出入、中間投入の多次元で構成されるため、ここでは縦

軸に中間投入（＝エネルギー・資源の効率化）、横軸に

ベクトルの長さ（＝構造改革の大きさ）として表現した。 0
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図 6. 日本と中国の高度成長期における産業構造の変化 

(日本 1970-1990, 中国 1987-2002). 

日本では、1970-1980 年に製造分野では大きくエネル

ギー・資源を効率化させ、生産拡大のための引代余地を

確保した上で、1980 年代以降の生産拡大をエネルギ

ー・資源消費の大幅増を行わずに実現したのに対し、日

中のサービス産業、及び中国の製造業はエネルギー・資

源消費依存型の生産構造を強めてきている。このことか

ら、日中のサービス業および中国の製造業には大きな改

革余地が残されていると考えられる。(図７) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7. 日本と中国の各経済成長段階における中間投入増分への寄与

度の推移(日本 1970-1990, 中国 1987-2002). 

4.結 論  

4.1 総 括 

(1)経済成長に対応し敏感にサービス産業の生産が伸張

し、経済活動の媒介としての役割からエネルギー消費

誘発を拡大した。 

(2)サービス産業はエネルギー消費効率も低く、経済成

長に伴い、エネルギー消費誘発が拡大するなど、構造

改革を行うべき余地が大きい。 

4.2 今後の課題 

経済のサービス化に伴い、物流や金融など各種の生産

活動の媒介としての役割が増大する中、サービス分野に

おける技術革新（イノベーション）が重要となる。この

ため、サービス産業の経済全体におけるイノベーショ

ン・スピルオーバー効果の分析を通じ、構造改革のため

の重点化が必要である。（2A17 において実証） 
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